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D 当該投資事業有限責任組合の無限責任組合員、Bに掲げる個人及びCに掲げる者が他の法
人を支配している場合（法人税法施行令第四条第三項各号に掲げる場合をいう。この場合に
おいて、同項各号中「他の会社」とあるのは、「他の法人」と読み替えるものとする。）におけ
る当該他の法人

E 民法（明治二十九年法律第八十九号）第六百六十七条第一項に規定する組合契約によって
成立する組合、商法（明治三十二年法律第四十八号）第五百三十五条に規定する匿名組合契
約によって成立する匿名組合、投資事業有限責任組合若しくは有限責任事業組合又は外国の
法令に基づいて設立された団体であってこれらの組合に類似するもの

ロ 特定新事業開拓投資事業を実施しようとする投資事業有限責任組合は、経済産業大臣の認定を
受けて特定新事業開拓投資事業を行うに当たっては、金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十
五号）第二条第三項第一号に規定する適格機関投資家（その有する有価証券（法人税法施行令第
百十九条の二第二項に規定するその他有価証券に該当する株式又は出資に限る。）の帳簿価額が二
十億円以上のものに限る。）から二億円以上の出資を受けるよう努めるものとする。

二 備考
イ この告示において使用する用語は、法において使用する用語の例による。
ロ 本文一イbに規定する内部収益率の計算方法は次のとおりとする。

０＝
ｎ

Ã
ｉ＝０

Ci

（１＋ｒ）ti

ti ＝開始からｉ番目の時点までの期間
Ci＝tiでのキャッシュフロー額
ｒ＝内部収益率

^ 技術等を核とした事業の再編・統合
当該特定事業活動に係る技術又は事業を外部に切り出し又は複数の技術若しくは事業を組織
の壁を超えて集約して、新たな技術の開発又は新たな製品若しくはサービスの提供に取り組む
等、技術等を核とした事業の再編を伴うものであること。

_ 我が国に存在する経営資源以外の経営資源の活用
環境・エネルギー、医療・介護・健康等の戦略分野において我が国に存在する経営資源以外
の経営資源を活用するものであって、国内における生産活動又は雇用を確保しつつ、新たな製
品若しくはサービスの開発、新たな産業分野への進出又は国内外における新たな需要の開拓を
図るものであること。

二 特定事業活動支援全般について機構が努めるべき事項
特定事業活動支援はリスクの高い事業への支援であり必ずしも全ての特定事業活動が成功するも
のではないことに鑑み、機構が特定事業活動支援を行うに当たっては、安定的な業務運営を確保す
る観点から必要な事項である次のいずれにも適合するよう努めることとする。
イ 投資事業全体としての長期収益性の確保
特定事業活動支援を通じて保有する株式等の処分等を行うことによって得られる総収入額が、
少なくとも機構の全ての事業期間を通じて必要な総支出額を上回るように、事業年度毎に進{状
況を適宜評価しつつ、機構が行う投資事業に係る長期収益性を確保すること。
ロ 投資事業全体として分散投資となること
特定事業活動支援の対象となる特定事業活動が、特定の事業分野等に過度に偏ることがないよ
う、適切な分散投資を行うこと。
ハ 個別投資案件に関する規律の確保
特定事業活動支援として行われた個別投資案件について、機構が事業・収支計画の策定、経営
体制の確保、ハンズオン支援を含む投資後のフォローアップ等を適切に実施することにより、対
象事業者の事業の成長と収益性の向上を厳格に目指す等、規律ある投資を行うこと。
ニ 個別投資案件に関する民間投資ファンド等との補完性
特定事業活動支援として行われた個別投資案件について、機構が率先して一定のリスクをとっ
て資金供給をする等、民間事業者のみでは通常実現しがたい事業活動を後押しするという観点を
十分踏まえるとともに、機構の個別投資案件に対する収益目標が類似の民間投資ファンド等の収
益目標と比較して著しく異ならないようにする等、類似の民間投資ファンド等の活動を不当に妨
げるようなことがないよう配慮すること。また、民間投資ファンド等と協調して投資を行ってい
くことの重要性も踏まえること。

〇 経 済 産 業 省 告 示 第 七 号

産 業 競 争 力 強 化 法 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 九 十 八 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 九 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に

基 づ き 株 式 会 社 産 業 革 新 機 構 （ 以 下 「 機 構 」 と い う 。 ） が 特 定 事 業 活 動 支 援 の 対 象 と な る 事 業 者 及 び 当

該 特 定 事 業 活 動 支 援 の 内 容 を 決 定 す る に 当 た っ て 従 う べ き 基 準 を 、 次 の よ う に 定 め た の で 、 同 条 第 三

項 の 規 定 に 基 づ き 公 表 す る 。

平 成 二 十 六 年 一 月 十 七 日 経 済 産 業 大 臣 茂 木 敏 充

株式会社産業革新機構支援基準
一 特定事業活動支援の対象となる特定事業活動が満たすべき基準
機構が特定事業活動支援を行うに当たっては、支援の対象となる特定事業活動が、次のいずれに
も該当し、かつ、対象事業者が公的な資金による支援を受けることに鑑み、当該特定事業活動を確
実に実施する経営体制を整備する等、適切な経営責任を果たすことが見込まれることを支援を行う
要件とする。
イ 社会的ニーズへの対応
当該特定事業活動が、国内外のエネルギー・環境問題への対応、健康長寿社会の実現、我が国
の潜在的な「底力」の発揮による更なる国民経済における生産性の向上その他の社会的ニーズに
対応したものであること。
ロ 成長性
当該特定事業活動が、次のいずれにも該当すること。

\ 新たな付加価値の創出等が見込まれること
当該特定事業活動が機構による支援を受けることで、対象事業者において高い生産性が実現
することが見込まれること、又はグローバル市場において新たな事業の開拓を行うこと等、対
象事業者が新たな付加価値を創出することが期待されること。

] 民間事業者等からの資金の供給が見込まれること
機構による支援と協調して、民間事業者等からの出融資等により当該特定事業活動に対して
資金の供給が行われることが見込まれること。

^ 取得する株式等の処分の蓋然性が高いと見込まれること
機構が支援決定を行ってから一定期間内に、機構が保有する対象事業者の株式等の譲渡その
他による資金の回収が可能となる蓋然性が高いと見込まれること。

ハ 革新性
当該特定事業活動が、次のいずれかに該当する事業形態をはじめとして、その他の事業者の経
営資源の有効活用に資する革新性を持つ事業形態を有することにより、我が国の次世代の国富の
増加につながる産業の創出に寄与するものであること。
\ 先端基礎技術の結集及び活用
基礎研究分野において、企業や大学等の組織の壁を超えて先端技術に係る知的財産を集約し、
それらを組み合わせて他の事業者に対してライセンスを供与するものであること。

] ベンチャー企業等の経営資源の結集及び活用
大企業等における将来の活用又は事業化につなげることを念頭に、ベンチャー企業の有する
有望な技術に支援し、また、当該企業の経営資源の結集や活用を図るものであること。
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